
＜給与支払報告書 抜粋＞ 

明 大 昭 平

乙欄適用又は退職年月日の記入があれば、略号の記入は不要です。

退職予定者は、退職予定日を摘要欄に記入してください。

中途就・退職 受給者生年月日

月 日 年 月 日

寡

夫
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生 就職 退職 年
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欄

本人が障害者

特別 その他

寡婦

一般 特別

給与支払報告書（個人別明細書）【抜粋】 （市町村提出用）
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人
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（摘要）

種別 源泉徴収税額所得控除の額の合計額支払金額 給与所得控除後の金額

(受給者番号)

(個人番号)

役職名

氏

名

（フリガナ）
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ける
者

住

所

※区分
29

ａ 平成30年3月31日退職予定

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　乙欄摘要又は退職年月日の記入があれば、略号の記入は不要です。

＜提出時の綴り方＞

切替理由書兼仕切紙

総 括 表

（特別徴収分）

個人別明細書

個人別明細書

（切替理由書記載分）

市・町長あて 指定番号

事業所名

略号

a 人

b 人

c 人

d 人

0 人

普通徴収切替理由書（　兼　仕切紙）

普通徴収合計人数

人数

　普通徴収として取り扱う給与受給者の人数と切替理由ごとの内訳は下記のとおりです。

退職者または給与支払報告書を提出した年の5月31日までの退職予定者

給与支払額が少なく、個人住民税を特別徴収しきれない方

給与の支払が不定期（毎月支給されていない）な方

他の事業者から支払われる給与から特別徴収されている方(乙欄適用者)

普通徴収への切替理由（下記４項目以外の理由は不可）

該当する略号を必ず記

載してください。 

市・町長あて 指定番号

事業所名

略号

a 人

b 人

c 人

d 人

人普通徴収合計人数

人数

　普通徴収として取り扱う給与受給者の人数と切替理由ごとの内訳は下記のとおりです。

退職者または給与支払報告書を提出した年の5月31日までの退職予定者

給与支払額が少なく、個人住民税を特別徴収しきれない方

給与の支払が不定期（毎月支給されていない）な方

他の事業者から支払われる給与から特別徴収されている方(乙欄適用者)

普通徴収への切替理由（下記４項目以外の理由は不可）

普通徴収切替理由書（　兼　仕切紙）

市・町長あて 指定番号

事業所名

略号

a 人

b 人

c 人

d 人

人普通徴収合計人数

人数

　普通徴収として取り扱う給与受給者の人数と切替理由ごとの内訳は下記のとおりです。

退職者または給与支払報告書を提出した年の5月31日までの退職予定者

給与支払額が少なく、個人住民税を特別徴収しきれない方

給与の支払が不定期（毎月支給されていない）な方

他の事業者から支払われる給与から特別徴収されている方(乙欄適用者)

普通徴収への切替理由（下記４項目以外の理由は不可）

普通徴収切替理由書（　兼　仕切紙）

この紙より下は、個人住民税を給与から天引きできない人の給与支払報告書（個人別明細書）を綴ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※必ず下記をよくお読みの上、記入・提出してください。 

１．この理由書は普通徴収を認める基準に該当し、かつ普通徴収を希望する場合は、毎年提出してください。 

  （全員を特別徴収とする場合は提出不要です。） 

２．給与支払報告書と併せて、提出期日までに提出してください。また、内容について、さらに詳しい事情をお聞きする 

  場合があります。 

なお、この基準（普通徴収理由 a～d）以外の切替理由は認められません。 

 

普通徴収該当者がいる場合・・・ 

 給与支払報告書提出時に「普通徴収切替理由書兼 

仕切紙」を添付のうえ、給与支払報告書個人別明 

 細書摘要欄に略号を記載してください。仕切紙の 

提出がないものや、略号の記載がないものは、原 

則特別徴収とさせていただきます。 

a 令和 7年 3月 31日退職予定 

 

 加古川市長あて 

 加古川市長あて 
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